
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 3年 10月 

新宿区教育委員会 

 

令和 3年度 新宿区教育委員会の権限に 

属する事務の管理及び執行の状況の点検 

及び評価（令和 2年度分）報告書 

 





目   次 

 

 

 

 

第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価・・・・・・・・・・ １ 

 

 

第２ 令和 3年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の 

   実施方針について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

第３ 点検及び評価会議の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

 

第４ 令和 2年度新宿区教育委員会の活動について・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

 

第５ 新宿区教育ビジョン(第二期 計画期間：平成 30～令和 9年度、個別事業 

   計画期間：平成 30～令和 2年度)の概要 ～3つの柱と 10の施策～ ・・・・・ ４ 

 

第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる個別事業の点検及び評価 

 

（１）点検・評価シート（令和 2年度分）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

 

（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断・・・・・・・・・・６５ 



1 
 

第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19年 6月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、平成 20

年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、教育

委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するととも

に、公表することが義務付けられました。また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関

し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとするとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事

務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 令和 3年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

について 

 

新宿区教育委員会では、令和 3年第 6回教育委員会定例会において議決した「令和 3年度 教

育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基づき、点検及び評価を

実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の改善の

方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表すること

により、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

 新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、令和 2年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、平成 30年度か

ら令和 2 年度までの 3 年間を通じた個別事業について総括する。また、課題や今後の方向

性を示すものとする。 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定し、翌年

度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ提出するととも

に公表する。 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

 ○ 日時     令和 3年 7月 30日 14：00～16：00 

 ○ 会場     本庁舎 6階 第 4委員会室 

 ○ 学識経験者  浅田 学   氏  東京栄養食糧専門学校教育部教授 

     藤井 千惠子 氏  国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科教授 

     仲田 康一  氏  大東文化大学文学部教育学科准教授 

 ○ 内容     令和 2年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 令和 2年度新宿区教育委員会の活動について 

 
新宿区教育委員会の会議は、原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ臨時会

を開催しています。 

令和 2年度は、定例会 12回、臨時会 11回を開催し、議案 46件、協議 5件、報告 39件につい

て審議等を行いました。 

 
＜主な審議等＞ 

 令和 3年度から使用する区立中学校教科用図書について、7 月の臨時会において、公平・公正

に討議・検討を行いました。採択の候補となる教科用図書について、最終的に 5人の委員及び教

育長がそれぞれの意見を述べ、全員の一致により、8 月の定例会で、新宿区の生徒にとって適切

な教科用図書を採択しました。 

 
＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 
教育委員は定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等について説明を受けるとともに、授業の

様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、新宿区立中学校生徒会役

員交流会に参加し、生徒会役員の生の声を聞きました。 
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なお、例年実施している、研究発表会及び保護者代表者懇談会については、令和 2年度は新型

コロナウイルス感染症の影響により中止となりました。 

今後も、学校訪問等の機会を通じて、教員や保護者等との意見交換の場を持つとともに、学校

現場の実態や、子どもたちを育む多様な資源の状況を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対

応していきます。 

また、新宿区総合教育会議では、「教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じ

た教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策について」を議題として区長と意

見交換を行い、教育の課題の共有を図りました。 

 
学校訪問実施校数         20校（園） 

新宿区総合教育会議        令和 2年 11月 18日 

新宿区立中学校生徒会役員交流会  令和 2年 12月 25日 

 
＜主な取組＞ 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、内容の変更や中止を余儀なくされた学校行事等も

ありましたが、各学校（園）では、さまざまな工夫を講じながら、教育活動と感染症対策の両

立を図りました。教育委員会としても、小・中学校の音楽鑑賞教室のアウトリーチ形式での実

施や、中学校生徒会役員交流会のオンライン開催、英語キャンプの日帰り型プログラムでの実

施等、感染症対策を踏まえた教育活動の充実に取り組みました。また、新宿区版ＧＩＧＡスク

ール構想に基づく児童・生徒 1人 1台タブレット端末の導入等、教育環境の整備を進めました。 
○ 不登校児童・生徒への支援について、「学校に登校する」という結果のみを目標にするので

はなく、多様な教育機会の確保の視点から対策を行うための検討を進めました。不登校対策委

員会では、民間団体であるフリースクール等との情報交換を行うなど、連携に向けた取組を進

めました。また、不登校児童・生徒への支援の在り方について、多様な教育機会の確保の視点

を踏まえた「新宿区不登校対策マニュアル（第 10号）」を作成し、全区立学校に周知しました。 
○ 教員が健康でやりがいをもち、質の高い教育活動を継続できるよう、教員の勤務環境の改

善・働き方改革の一環として、主に副校長の事務負担を軽減し、長時間勤務の解消を図るため、

全小学校に学校経営推進員（週 30時間勤務の会計年度任用職員）を、全中学校に学校経営補助

員（週 20時間程度勤務の派遣職員）を配置しました。 
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第５ 新宿区教育ビジョン(第二期 計画期間：平成 30～令和 9 年度、個別事業計画期間： 

平成 30～令和 2年度)の概要 ～3 つの柱と 10 の施策～ 

 
 
 
 

 変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・

体のバランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習

の状況、心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ばす、

より質の高い学校教育を実現します。 

 

 施策１ 確かな学力の向上  

○ 子ども一人ひとりの課題に丁寧に対応するとともに、長所や強みを活かすという視点に立ち、す

べての子どもの能力を最大限に伸ばす教育を実現していきます。 
義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に基礎的・基本的な学力が十分でない

子どもへの支援を充実します。また、伸びる子どものより発展的な学習を積極的に支援します。 
さまざまな調査結果を分析し、教育課程や指導方法等を組織的に見直すとともに、「分かる授業」

への工夫・改善を図ることにより、一人ひとりの学力の定着と向上につなげます。 
○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深め、思

考・判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高めます。教育

活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ども一人ひとりの実

践的な資質・能力を育成します。 
児童・生徒の学習意欲を高め、主体的に学ぶ機会を充実するために、ＩＣＴを活用した教育活動

の一層の充実と「主体的・対話的で深い学び」の実現を図ります。 
○ グローバルな視野を持ち、時代の変化を見きわめながら自らの将来を切り拓く先進的、開発的な

才能を芽生えさせ、伸ばすためのさまざまな手法による国際理解教育、英語教育、理科教育及び情

報技術活用能力を高める教育の充実を図ります。 
 
 施策２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○ 豊かな人間性や社会性を育み、子ども一人ひとりが、かけがえのない自己を肯定的に捉えるとと

もに、命の大切さを理解し、他者に対する思いやりや感謝の気持ちを言葉にして素直に伝えようと

する心を養います。 
○ 体験的活動や学校の教育活動全体を通したキャリア教育の充実を図り、子どもたちが社会におけ

る自己の役割について考え、社会の一員であることの認識を深めます。また、優れた伝統と文化を

理解し継承するとともに、郷土新宿に愛着を持ち、地域の発展に寄与したいと思う気持ちを育成し

ます。 
○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組を進めるとともに、学校・家庭・地域が

子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 
子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、健康的な生

活習慣の形成を促します。 

○ 東京 2020 大会の開催を契機として、子ども一人ひとりの心と体に人生の糧となるようなかけが

えのないレガシー（有益な遺産）を残していくため、すべての学校及び幼稚園でさまざまな学習活

動や体験の機会を提供します。また、大会後もこれらの教育活動を継続・発展させていきます。 
 

 施策３ 就学前から中学校までのつながりのある教育の推進  

○ 公私立の幼稚園・保育園・子ども園の連携を推進し、教育・福祉・子ども・保健等の各部門の情

報共有を重視しながら、個々のニーズに応じた、幼児教育・保育や子育て支援事業の利用の機会を

提供していきます。 
○ 区立の幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれの良さと特性を学び

合い、互いの保育内容の一層の充実を図るとともに、交流や研修等について、就学前の子どもの育

ちをともに担う私立の幼稚園等にも働きかけていきます。また、区内の子育て支援を担う施設と十

分に連携しながら、公私立の幼稚園における子育て支援機能を充実します。 
○ 幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、指導及び支援の継続性を重視し、小学校

と幼稚園・保育園・子ども園との連携を十分に図り、相互の教育と連続性についての共通理解を深

めます。 
○ 生徒がスムーズに中学校生活をスタートできるよう、小学校段階の教育内容を再度取り上げて繰

り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が授業を見合ったり、共同して授業を行ったり

するなど、相互交流の一層の促進を図ります。また、各教科の連携プログラムを活用し、効果的・

効率的な学習内容の接続を図り、確かな学力の向上につなげます。 
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 子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地

域に根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の多

様な要請にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実

現します。 

 
 施策４ 地域との連携・協働による教育の推進  

○ 各校の地域協働学校運営協議会の取組を支援し、活動内容のさらなる充実を図ります。また、小・

中学校間や近隣の学校間の連携を展開することで、地域が一体となって子どもたちの成長を支援す

る取組を一層推進していきます。さらに、地域との連絡会を実施し、地域協働学校の取組を積極的

に周知して地域の理解を促進するとともに、人材の確保等の課題の解決に向けて地域とともに検討

していきます。 
○ 地域の教育力を学校につなぎ、教育活動の充実を図るスクール・コーディネーターと、学校運営

に地域住民や保護者が参画し、学校と地域が一体となって子どもたちの成長を支援する地域協働学

校運営協議会との連携により、地域の教育力の一層の活用を図ります。 
○ 新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、地域協働学校の取組等を活用したキャリア

教育を推進するとともに、区民、地域団体、企業や大学等との連携・協働により、地域の文化や歴

史、芸術等の資源を学習教材として積極的に活用します。 
 
 施策５ 家庭の教育力の向上支援  

○ 保護者が家庭教育の重要性を認識するとともに、孤立することなく子育ての悩みを共有し、安心

して家庭教育を行えるよう、学びの機会を提供します。 
また、共働き世帯や困難を抱える家庭等、さまざまな家庭のあり方に応じた多様な形態による家

庭の教育力の向上を支援していきます。 
〇 子育ての悩みについて保護者同士が話し合ったり、保護者と教員が共有したりしながら、互いに

支え合って家庭の教育力を高めることができるよう、ＰＴＡの主体的な活動への支援を充実します。 
また、保護者が学校行事等へ参加しやすくなるよう、企業等へ協力を呼び掛けていきます。 

 
 施策６ 生涯の学びを支える図書館の充実  

○ 新宿区立図書館基本方針に基づき、「区民にやさしい知の拠点」として、休館日の変更による利

用機会の拡充や電子書籍等を含む魅力ある情報資源の整備等の検討を通じて、高齢者や障害者、外

国人等、さまざまな人に一層利用され、活用される図書館を実現していきます。 
旧戸山中学校の跡地に「区民にやさしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館等の建設を目指し

ます。 
○ 新宿区のすべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動ができるよ

 新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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う、新宿区子ども読書活動推進計画に基づき、家庭・地域・学校・行政が連携を図り、子どもの読

書活動の推進に取り組みます。 
 
 施策７ 子どもの安全の推進  

○ さまざまな事件・事故や自然災害等の危険性、安全・安心な社会づくりの意義を理解し、自らの

生命を守るために必要な知識や技能を身に付けさせるとともに、安全で安心な社会づくりに貢献し

ようとする態度の育成を図ります。 
また、メディア等からのさまざまな有害情報や、インターネット・ＳＮＳ等の利用に潜む危険を

理解し、児童・生徒の情報モラルを育成するため、学校、家庭、企業等と連携した情報モラル教育

を実施します。 
○ 学校安全計画及び学校危機管理マニュアルを必要に応じて検証・改善するとともに、学校施設や

通学路の安全性を確保するため、必要な設備の整備・運用を図ります。 
また、児童・生徒等の安全に関する課題について学校、家庭、地域が共有するとともに、ＰＴＡ

の主体的な活動や地域協働学校のしくみを活かすなどして、家庭や地域、関係機関等と連携・協働

した安全・安心の取組を推進していきます。 
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 子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力

を備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校を実

現します。 

 
 施策８ 一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育環境の整備  

○ いじめや不登校にかかわる、各校や教育センターにおける取組をより一層充実させ、不登校等の

児童・生徒の出現ゼロを目指します。また、教育センターの教育相談を活用し、教育相談室やつく

し教室と学校の連携をより一層推進します。研修等により教職員の対応力を高めるほか、家庭に課

題がある場合については、地域の関係諸機関や民生委員、児童委員等とのネットワークを活用し、

家庭に寄り添った支援を行っていきます。 
○ 障害のある児童・生徒の増加に伴い、「個の状況に応じた適切な指導」をさらに推進していく必

要があります。子どもの将来を見据え生きる力を育むために、学校が保護者と積極的に情報を共有

する機会を持ち、他機関との連携を図りながら、子どもの能力を最も伸ばす支援や指導を行うとと

もに、一人ひとりの確かな学びを保障する体制を整備していきます。 
○ 日本語が分からない状態で転入してくる幼児・児童・生徒が日本の学校に慣れ、円滑に生活する

ことができるよう、日本語の初期指導を行うとともに、必要な教科学習の支援を行います。 
○ 共生社会を担う子どもたちの視野を広げ、社会性を養い、豊かな人間性を育むため、障害のある

子どもたちや外国にルーツを持つ子どもたちから学び合うことのできる交流・学習を進めていきま

す。 
○ 子どもたちが経済状況等の家庭環境にかかわらず確かな学力や社会性を身に付けることができ

るよう、放課後等学習支援及び学校図書館の放課後等開放を行います。また、学業や進路等、教育

上の悩みに対して、専門家による相談体制を整えます。さらに、幼稚園保護者に対する負担軽減や

就学援助等により、家庭への経済的な負担を軽減し、子どもの学びと育ちの機会を支えていきます。 
 
 施策９ 学校の教育力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営や中・長期的な視点に

立った創意工夫ある教育活動の展開を具現化するため、校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募

制等の人事権の拡充に向けた取組を進めます。 
さらに、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた学校経営能力の

向上を図る研修を充実します。 
○ 教員の長時間勤務の実態をふまえ、勤務環境の改善に取り組むとともに、取組の実効性を担保で

きる状況を整えます。あわせて、教員の働き方の意識改革を進めます。これらの取組により長時間

勤務を解消し、教員が健康でやりがいを持ちながら質の高い教育活動を継続することで、子どもた

ちが生涯を切り拓いていける力を一層伸ばしていきます。また、他区と連携・協働し、必要な対策

 時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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について国・都へ一層働きかけていきます。 
○ 新学習指導要領及び新幼稚園教育要領を見据えた教育課程及び授業・保育方法の改善や、英語、

道徳、特別支援教育等の新たな課題への対応、チームとしての学校の実現に向け、教職員それぞれ

の経験と職層に応じた研修や学校支援アドバイザーによる訪問指導等を体系的に実施し、教員の資

質・能力の向上を図ります。特に小学校の英語教育では、指導経験のある外部人材が授業への指導・

助言を行うほか、英語だけの環境に身を置く研修等を実施し、教員の英語の指導力向上を図ります。 
また、校・園内研究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の高揚を評価・奨励し、教

員が自ら学ぶ意欲を持つ風土の醸成を図ります。さらには、学校の情報化を進め、「分かる授業」

を実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・活用できる環境づくりを進め

ます。 
 
 施策 10 学校環境の整備・充実  

○ 教育用ネットワークを効果的に活用し、子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」が実現でき

るよう、新学習指導要領に対応した環境を整えるとともに、学校図書館の学習機能を高めるため放

課後等の開放を拡大するなど、子どもたちの学びの環境のさらなる整備・充実を図ります。 
○ 学校施設の長寿命化のための予防保全や施設整備に向けた方針について検討し、計画的な整備を

推進していきます。 
○ 近年、未就学児数の増加傾向が続いているため、普通教室の整備・確保をするとともに、学校選

択制度の見直し後の教育環境の変化を注視しながら、児童・生徒の学習や生活の場にふさわしい学

校づくりを進めます。中期的には、再開発等の動向を把握しつつ、平成 24 年度に策定した「新宿

区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本方針」で適正規模とした、

小学校は 12 学級から 18 学級、中学校は 12 学級以上（当面は 9 学級）を目指し、これに向けた検

討等を行います。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる個別事業の点検及び評価 

 

（１）点検・評価シート（令和 2 年度分） 

 

 

点検・評価シートの見方 

 事業目的・事業概要 

  ※教育ビジョン冊子から抜粋 
各事業の目的や主な内容を記載しています。 

第
一
次
実
行
計
画
事
業
の
み 

※
教
育
ビ
ジ
ョ
ン
冊
子
か
ら
抜
粋 

平成 29年度末の状況 各事業の平成 29年度末における状況を記載しています。 

令和 2年度末の目標 

（令和 2 年度当初時点） 

各事業の令和 2 年度当初時点における令和 2 年度末の目標

を記載しています。 

令和 2年度当初の計画 各事業の令和 2年度当初の計画を記載しています。 

令
和
2
年
度 

進
捗
状
況 

(Ａ) 
取組状況、 

成果（数値） 

各事業の令和 2 年度の取組の状況や、実績値等を記載して

います。 

(Ｂ) 
取組状況の 

評価、課題 

(Ａ)欄に対する評価や目標達成に向けた課題等を記載して

います。 

 3 年間（平成 30 年度～令和 2 年度） 

 を通じた成果・総合評価 

3 年間（平成 30 年度～令和 2 年度）について、目標の達成

状況等を踏まえ、成果や総合評価及びその理由を記載して

います。 

 3年間の達成度 

Ａ:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

Ｂ:当初の想定または予定していた成果をあげた 

Ｃ:当初の想定または予定していた成果をあげられなかった 

 改善内容、今後の取組方針 
評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今後の取組方針を

記載しています。 

 

 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、当初の予定通りの実施とならなかった事業に

ついて、代替手段等により事業目的の達成に向けて適切に取り組んでいる場合は、その

状況を踏まえた評価を行っています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜ 主な評価対象事業について ＞ 

（１）子ども一人ひとりの学びの保証（教育ビジョン 取組の方向性 1） 

  1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

  2 学校サポート体制の充実 

  3 放課後等学習支援 

  4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

  5 主体的・対話的で深い学びの実現 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

 令和 2 年度の新宿区学力定着度調査結果に

は、新型コロナウイルス感染症の影響が出てい

るのか、そのような分析は行われているか。 

 コロナ禍において、特に家庭学習が増えたこ

とによる影響として、格差の問題、階層の問題

において厳しい立場にある子どもたちが学力

調査の下位層に表れるであろうと思われるが、

そのような分析や対応が必要なのではないか。 

 

 令和元年度及び 2年度の新宿区学力定着度調

査結果について、平均正答率や正答率分布を比

較したところ、大きな差異は認められず、新型

コロナウイルス感染症が与えた直接的な影響

は確認されませんでした。 

家庭学習は、家庭環境によって取組状況に差

が生じやすいことから、個々の児童・生徒の状

況に応じた支援を進めていくことが大切です。

今後も、新宿区学力定着度調査結果を継続的に

注視していくとともに、各校において、学校で

の課題の取組状況の確認や保護者面談等を通

して、個々の児童・生徒の家庭学習の状況を適

切に把握し、個に応じた指導の充実を図ってい

きます。 

 新宿区学力定着度調査については、これまで

も結果のみに着目するのではなく、各校におい

て傾向の分析を丁寧に行うとともに、分析結果

を基に「学力向上のための重点プラン」を作成

し、日々の授業改善につなげていくことを大切

にしてきました。今後も、各校の教員が調査結

果を客観的に分析し、それぞれの授業改善につ

なげることができるよう、学校の取組を支援し

ていきます。 

  学力定着度調査結果については、結果のみ

ではなく、なぜそのような傾向が表れたのか、

先生方はどう考えているのか、日々の指導はど

うあるべきか、といったことを併せて考えてい

くべきである。 
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4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

 タブレット端末の導入を経て、これからは次

のステップとして、どのように活用していくの

か、また「主体的・対話的で深い学び」にどう

つなげていくのかという課題に取り組んでい

く必要がある。 

 ＩＣＴの活用について、教員や子どもの力量

を踏まえて、どの程度までできれば良いのかと

いう形を提示してもらえると、教員も分かりや

すいのではないか。 

 

 タブレット端末の利用については、令和 3年

4月から 8月までの試行期・実践期を経て、9月

から本格実施となります。運用上の課題やタブ

レット端末を含めたＩＣＴ機器の効果的な利

用方法については、指導主事等による学校訪問

や情報教育推進委員会等を通じて情報を収集

するとともに、ＩＣＴ推進リーダー研修や夏季

集中研修、「しんじゅくギガポ」（インターネッ

トを活用した研修サイト）を活用して、定期的

に周知していきます。 

児童・生徒のタブレット端末については、教

科の学びを深める、教科の本質に迫るといっ

た、これまでの教科学習を深化させるための道

具と捉えて活用を進めていくものと認識して

います。これに必要なスキルの目安について

は、低学年等では一定程度想定されるものの、

それ以上の段階では、機器やソフト等の機能実

装により日々進化するものであると捉えてい

ます。こうしたことから、一律に示すのではな

く、学校ごとの教育実践を集約し、各学校で共

有できる仕組みを整えていくことで、各校の教

育活動を支援していきます。 

 スタディログ（一人ひとりの学習履歴）につ

いて考えなくてはいけない部分もあるが、子ど

もたちが使いこなすツールとして、小学校と中

学校が分断されないように 9年間を見通し、発

達段階も踏まえた「何年生でどのくらいできれ

ば良いのか」という目安ができると、区全体の

子どものＩＣＴの力が伸びていくのではない

か。 
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（２）東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育の推進（取組の方向性 5） 

  14  障害者理解教育の推進 

  17  国際理解教育及び英語教育の推進 

  18  伝統文化理解教育の推進 

  23  スポーツへの関心と体力の向上 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

14 障害者理解教育の推進 

 日本の社会全体として、障害者差別というも

のがなかなか解消されていかないこの状況に

おいて、子どもたちに対する障害者理解教育

は、日常的なところで土壌を耕していくという

意味で、長い目で見てとても重要なことであ

る。 

 今後は、障害者スポーツの体験にとどまら

ず、取組をもっと広げて進めていくべきではな

いか。 

 

 障害者理解教育については、子どもたちが障

害への理解や障害者との共生について学ぶ貴

重な機会となっています。共生社会の実現に向

けて、主体的に行動できる区民を育てていくた

めにも重要な取組であり、東京 2020 オリンピ

ック・パラリンピック競技大会終了後も継続し

て実施していく必要があると考えています。 

 また、障害者理解教育については、障害者ス

ポーツの体験にとどめることなく、社会福祉協

議会等の機関と連携・協力することで、子ども

たちがさまざまな障害をもつ人々と交流しな

がら学習を進めることができるようにし、知的

障害やその他のさまざまな障害についても理

解を深めることができるようにしていきます。 

 障害者スポーツ等について、区立の特別支援

学校があるところはなかなか無いので、副籍制

度を活用したり、何かの形で交流したりするな

どしながら、多様性・いろいろな人がいて当た

り前の世界であり、そういう社会を目指すとい

うことを取組の中に組み込んでいくことに、価

値があるのではないか。 

新宿養護学校及び近隣の区立学校は、これま

でも児童・生徒の相互理解を図るとともに、豊

かな人間性を育むことを目的として、副籍制度

を活用した直接交流や間接交流、また障害者ス

ポーツを通した交流を行ってきました。令和 2

年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、直接会って交流することができませんでし

たが、今後もこうした取組を通じて、多様性を

尊重し、他者への思いやりの心をもって行動で

きる子どもの育成につなげていきます。 

17 国際理解教育及び英語教育の推進 

 英語教育は、ＡＬＴを活用することだけでな

く、担任がそこにどう関わるかも重要である。 

 それを考えると、英語教育についても、ＩＣ

Ｔと上手く連動させることが良いのではない

か。担任とＡＬＴが参加した、英語のデジタル 

 

 小学校の外国語科や外国語活動における教

員の指導については、区立学校の授業動画をモ

デルとして活用した研修を実施し、教員と児童

とのやりとり等、教員が中心となって指導する

際の工夫を具体的に学ぶことができるように 
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教材を活用した活気のある授業を学校で見た

ことがある。このように、子どもに英語への関

心を持たせる教育活動が広がっていき、ひとつ

の見本として共有されると良いと考える。 

しています。また、英語教育アドバイザーを全

小・中学校に派遣し、授業参観を通じて指導・

助言を行うことで、教員の指導力を高め、子ど

もたちの英語学習への関心・意欲の向上を図っ

ています。 

 さらに、新宿区では、全小・中学校に「英語」

の指導用デジタル教材を導入しています。これ

まで教育委員会では、デジタル教材の活用方法

等をリーフレットにまとめて教員に配布する

などして、デジタル教材の活用促進を図ってき

ました。今後も、「しんじゅくギガポ」等のサイ

ト上で、新宿区のＩＣＴ環境を生かした英語の

実践を積極的に紹介し、より多くの教員が魅力

的な英語の授業づくりに役立てることができ

るようにしていきます。 

 英語キャンプについては、「体験の格差」を考

えたとき、海外旅行に行く機会の無いようなお

子さんにこそ参加していただきたいと思う。 

 ただし、所得層等で不利が重なっていると、

こういった参加にも苦手意識があり、躊躇して

しまうこともある。参加した子どもの「楽しか

った」「自分もできた」といった感想等、第一歩

を踏み出せるような、ポジティブに受け止めて

もらえるようなメッセージを発信するととも

に、参加費用の助成を行うなどして、体験格差

の中にある子どもたちにとって貴重な場とな

るような工夫ができると良い。 

 英語キャンプは参加料を就学援助の対象と

しており、家庭環境によらずに参加いただける

ように留意しています。 

令和 2 年度の参加者アンケートでは、「英語

は苦手だったけれど、少し理解できた」「英語が

こんなにも楽しいとは思わなかった」等の意見

をいただいており、英語が得意な児童・生徒だ

けでなく、苦手意識があっても、英語キャンプ

を契機として、英語学習への意欲を高めてもら

う機会となっています。 

 令和 4年度以降については、ご指摘の点も踏

まえ、小・中学校長会とも協議しながら、英語

教育及び国際理解の推進において一層効果的

な事業となるよう検討していきます。 

 「国際理解教育及び英語教育の推進」に取り

組むにあたっては、英語教育だけが国際理解教

育ではないことに留意すべきである。 

 在住している外国の方との葛藤やすれ違い

も含めて、よりよくしていくというところが、

国際理解教育においては重要であると考える。 

 国際理解教育については、各教科等の授業に

おける取組はもとより、大学や日本語学校の留

学生との交流、大使館との交流、海外在住経験

のある児童・生徒や保護者の体験談、ＪＲＣ

（Junior Red Cross、青少年赤十字）部の活動

等、学校の実態に応じて多様な取組を行ってい

ます。今後も、異文化理解や共生の態度を育ん

でいけるよう、地域との連携・協力による取組

を進めていきます。 
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  また、オリンピック・パラリンピック教育で

進めてきた「世界ともだちプロジェクト」では、

いくつかの学校で、他国の文化や生活について

調べる学習や交流活動等を計画的に実施し、異

文化に対する理解を深めています。東京 2020オ

リンピック・パラリンピック競技大会の終了後

もこうした取組を支援し、国際理解教育の充実

につなげていきます。 

17 国際理解教育及び英語教育の推進 

18 伝統文化理解教育の推進 

 国際理解教育も伝統文化理解教育も、新宿区

という地域ならではのものがたくさんある。子

どもを育てるというスタンスからいえば、オリ

ンピック・パラリンピックのレガシーという形

になるかもしれないし、さらには今後の新宿区

の発展、また子どものふるさとのひとつの事業

として、丁寧に位置づけていってほしい。 

 

 教育委員会では、新宿区の地域資源を生か

し、国際理解教育については、留学生や大使館

との交流等を通じて外国の文化に親しむ機会

を設定し、グローバルな関心を育む教育活動を

支援してきました。また、伝統文化理解教育に 

ついては、伝統文化の体験教室（日本舞踊・落

語・和妻・能楽）や染色業の学習等を行うこと

で、郷土である新宿への愛着や伝統文化の継

承、地域の発展に寄与したいと思う気持ちを育

んできました。 

 今後も、大学や日本語学校の留学生との交

流、伝統芸能の専門家や区内で染色業に携わる

職人の方による授業等を通じて、国際理解及び

郷土新宿への親しみや愛着、伝統文化理解につ

ながる取組を継続していきます。 

23 スポーツへの関心と体力の向上 

 オリンピック・パラリンピックも入れ込みな

がら、スポーツギネスに挑戦するという取組を

続け、浸透したのは良かった。2020大会でも新

種目が入ってきて、子どもたちもそれを見て関

心を持ってくると思うので、学校の教育活動の

中にそういったものを上手く取り入れていっ

て、継続的・発展的な形で進めていっていただ

きたい。 

 

 スポーツギネス新宿は、これまでの継続した

取組により、教育活動として各校に浸透してい

ます。小学校では、令和 2年度から新種目スラ

ックラインを導入し、多くの児童がエントリー

して記録に挑戦しました。また、中学校版のス

ポーツギネス新宿であるダブルダッチでも、回

数を競うスピード競技に加え、新たに表現種目

の練習を少しずつ取り入れています。今後も、

子どもたちの体力の実態や教員の要望等を基

に、内容の見直しや改善を図り、取組を発展的

に継続していくことができるように努めてい

きます。 
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（３）いじめ・不登校等の防止（取組の方向性 18） 

   26  スクールカウンセラーの配置 

   53  いじめ防止対策の推進 

   54  児童・生徒の不登校対策 

   55  教育相談体制の充実 

   56  児童・生徒理解を進める研修の実施 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

53 いじめ防止対策の推進 

 いじめは、「いじめ」とカテゴライズされると

同時に、例えばＬＧＢＴＱ、外国人差別、障害

者差別等をそこに含むものであることがある。

その場合には、人権教育や国際理解教育等、そ

れぞれの観点からの啓発や教育、研修が重要で

ある。 

 問題は、差別しようと思ってすることだけで

はなく、無意識な言動の中にもあると考える。

教員研修など機会があれば、これに係る取組を

検討していただきたい。 

 

 「新宿区いじめ防止等のための基本方針」で

は、いじめの未然防止に向けた取組として、人

権教育の充実を掲げ、あらゆる偏見や差別の解

消を目指す人権教育の一層の充実を図ってい

ます。具体的には、生活指導主任会や夏季集中

研修において人権課題を定期的に設定し、教職

員の意識向上に取り組んでいます。今後も、人

権教育推進委員会発行のリーフレット「共に生

きる」等を活用しながら、無意識な言動等の中

にある偏見や差別等についても広く啓発がで

きるよう努めていきます。 

54 児童・生徒の不登校対策 

 不登校やいじめに対しては、学級経営、学校

経営がチームとして出来上がっていることと、

担任一人ひとりが自覚を持って学級づくりに

取り組んでいくことが大切である。 

 また、不登校を学校全体で防止していくに

は、校長のリーダシップが不可欠である。

hyper-ＱＵの効果的な活用については、校長や

生活指導主任が学校の先生全体に共有して浸

透させていくことが必要であり、それが課題に

なると思うので、検討していただきたい。 

 

hyper-ＱＵの研修会では、まず結果の読み取

り方について確認し、その後、学級担任が一人

で抱え込むことがないように、複数の教員で結

果分析を行う手法について、演習を基に確認し

ます。特に、担任以外の教職員が確認し、学校

管理職を含めて校内で状況を共有する仕組み

を徹底するよう、各学校に周知しています。 

hyper-ＱＵについては、今後も生活指導主任

会や夏季集中研修の中で定期的に研修会を設

定し、不登校やいじめの対応においても引き続

き効果的な活用が進んでいくよう努めていき

ます。 

 以前、学校訪問をした際、教室の映像を別の

部屋にいる子どものタブレット端末に送って、

そこから学習に参加しているケースを見せて

いただいた。 

 一人ひとりの子どもに合っているのであれ 

別室指導している児童・生徒や不登校児童・

生徒への対応として、タブレット端末の機能を

活用し、支援していくことは、児童・生徒一人

ひとりの学習機会の確保として重要であると

捉えています。引き続き、多様な教育機会検討 
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ば、できる範囲で上手くＩＣＴを活用して、そ

のようなやり方も保証することで、救われる子

どもも出てくるのではないかと思う。 

委員会においてタブレット端末を始めとする

ＩＣＴの活用方法について検討を進めていき

ます。 

また、令和 3年度から、教育課題研究校にお

いて「個に応じた指導」をテーマとした研究を

進めており、タブレット端末を活用した研究成

果については令和 4年度に区内の全ての学校に

周知する予定です。 
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（４）教職員の勤務環境の改善等（取組の方向性 24） 

  72  教員の働き方の意識改革等 ほか 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

70 部活動を支える環境の整備 

 部活動指導員について、部活動を指導いただ

けることはありがたいが、夕方の時間だけ一緒

に活動してくれる適任者は、なかなか見つから

ないのではないか。安易に「人材」と言っても、

配置において難しい部分があるとすると、これ

からどのように進めていくかが課題であると

考える。 

 

 ご指摘の通り、限られた条件下で、各校が必

要とする部活動の種目に対応する人材を確保

することが課題となっています。今後、安定的

かつ継続的に部活動指導員を確保するために

は、地域のスポーツ・文化団体や大学、企業等

との一層の連携強化を図る必要があります。 

 また、東京都の進める、地域で児童・生徒が

多様な質の高いスポーツ・文化活動を行う「地

域部活動」の実現可能性についても検討してい

きます。 

72 教員の働き方の意識改革等 

 学校では、昔は無制限に残っている先生も多

かったが、働き方改革の動きが始まってから

は、先生方の意識も変わったという実感があ

る。 

 時間を意識して、その中で成果を表すという

ことが大事である。勤務時間が減ってきたのは

良い傾向であると思うので、引き続き支援いた

だければと思う。 

 

 タイムレコーダーによる勤務時間の可視化

は、個々の教員の勤務時間に対する意識の向上

につながっています。また、学校管理職が個々

の教員の勤務時間を適切に把握できる仕組み

が整ったことで、週や月当たりの勤務時間が長

くなっている教職員に学校管理職が速やかに

声を掛けるなど、教職員をサポートする環境が

整っています。 

今後も、学校管理職向けの研修等の実施によ

り、教員の働き方改革に対する学校管理職の意

識を向上させ、学校管理職が中心となって勤務

環境を改善することができるよう、各校を支援

していきます。 

 コロナ禍において、教員の勤務時間や業務量

が若干削減されたところであるが、今後収束し

た際に、それを復活させることは適切ではない

と考える。スクラップアンドビルドではなく、

スクラップする部分を考えていく必要がある。 

 学校の先生は、本当に頑張って仕事をしてい

る。その良さが、教員を志望する学生等にもっ

と伝わると良いと思うので、働き方改革につい

ての成果を広めていただけると嬉しく思う。 

 新型コロナウイルス感染症への対応は、従来

の職務の在り方を見直す機会となっています。

例えば、教育委員会が主催する研修会をオンラ

イン形式で実施し、他者との接触の機会を減ら

すとともに移動時間の削減を図る等、これまで

の実施方法を見直したものが多くありました。

新型コロナウイルス感染症の収束後について

は、直ちに従来の形態に戻すのではなく、個々

の研修会等の必要性や重要性を吟味し、内容の 
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 精選や実施方法の工夫を検討していくことが

必要であると考えています。学校における職務

についても、校内会議や校務分掌等の在り方を

見直す契機としていきます。 

 現場の教員の頑張りや区が進めている働き

方改革に関する取組の成果等を、教職を志す学

生等に発信し、仕事の魅力を伝えていくことが

重要であることから、今後、効果的な情報発信

について検討していきます。 
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＜ その他の事業について ＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

9 サイエンス・プログラムの推進 

 理科教育、自然科学教育は大切であり、事業

を通して子どもたちにこのような経験を提供

できることも素晴らしい。 

 小学校では、理科を得意としている高学年の

教員が少なく、担任によって差が出ているのが

現状における課題である。十分な能力を備えた

教員がきちんと指導できるように支援してい

ただくなど、望ましい方法を検討していただき

たい。 

 

サイエンス・プログラムでは、「液体窒素を用

いた実験」「放射線観測」「ウミホタルが光るし

くみ」「化石の発掘」等、理科に対する興味・関

心を高めるさまざまなプログラムを実施して

います。今後も、児童・生徒の科学に対する知

的好奇心や探究心を向上させる取組を進めて

いきます。 

一方で、ご指摘の通り、理科の指導に対して

苦手意識をもつ教員は一定数おり、教員によっ

て指導に差が生じている現状があります。こう

した状況を踏まえ、教育委員会では、理科を専

門とする小・中学校の教員で構成される理科教

育推進委員会を設置し、教員の指導力向上に向

けた取組を進めてきました。理科教育推進委員

会では、理科の実験等を安全に行う方法や効果

的な指導方法を整理し、若手教員が体験的に学

ぶことができる研修会を実施しています。 

また、授業における観察・実験の支援を行う

観察・実験アシスタントを小学校 8校に派遣す

るとともに、モデルとなるような実験・観察の

授業を行う理科実験名人を小学校全校に派遣

しています。さらに、教育センターの研修・研

究・教育開発室の職員が実験・観察に関する電

話相談に応じたり、小学校第 6学年で学習する

「電気の性質」におけるプログラミング教育の

支援を行うなどの取組を進めています。今後

も、こうした取組を計画的に進め、個々の教員

の指導力の向上につなげていきます。 

42 図書館利用機会の充実（「毎日開館体制」の

構築）」 

46 絵本でふれあう子育て支援事業 

 各区立図書館の休館日をずらすというのは、

利用者にとってありがたい取組だと思う。家庭

の格差、体験の格差を埋める観点からも、たく 

 

 平成 31 年 4 月から、区立図書館の休館日を

月曜日と火曜日に 5館ずつ振り分け、年末年始

の 7日間を除く毎日、区内のいずれかの図書館

を利用できる「毎日開館体制」を構築しました。

中央及び地域館 4館の計 5館が平日及び土曜日 
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さんの本に親しみ、いろいろな人生を味わうよ

うなことは、人間の成長に非常に重要なことで

ある。 

 また、「絵本でふれあう子育て支援事業」のよ

うに、小さいうちからその習慣をつけていっ

て、子どもたちが夢のある人生を送れるように

という取組も、利用者にとってありがたいもの

である。 

に 21 時 45 分まで開館していることと合わせ

て、家庭の環境等に左右されず、誰もが自由に

本に親しめるよう、図書館利用機会の拡大を実

現しています。 

 また、区立図書館各館では、子どもの成長段

階に応じた絵本や紙芝居等を選び、話し方を工

夫しながらおはなし会を行っています。特に就

学前の子どもたちは、家庭や保育園、幼稚園で

行われる日常の読み聞かせとは違う雰囲気の

中で、体を動かしたり歌ったりしながら物語の

世界に惹き込まれていきます。これは、子ども

たちの情操の涵養や想像力の育成につながる

ものと考えています。 

 現在、新型コロナウイルス感染症対策のた

め、残念ながら、区立図書館でのおはなし会や

保健センターでの読み聞かせ等は休止せざる

を得ない状況ですが、今後も「第五次新宿区子

ども読書活動推進計画」に掲げる取組を進める

中で、学校や保健センター等とも連携しながら

子どもの読書習慣の定着を促進していきます。 
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＜ 総括的な意見 ＞ 

 

● 浅田 学 氏 

 この間の学校教育を振り返ると、新学習指導要領や新しい教育方針に基づいた取組を始め

たところで、新型コロナウイルス感染症の影響を受けてしまった。教育委員会がさまざまな

取組に予算をかけても、それを実施できなかったことは残念であった。 

 子どもたちからは、よく、学校の中では、勉強のことよりも、人と関わることが楽しいと

いう声を聞いていたので、縦割り班活動、校外活動や、地域の人と関わる活動等ができない

この状況が早く解消され、楽しく学校に登校できるようになればと思う。 

 また、地域協働学校も全小・中学校に展開され、地域とともに歩む学校という将来像が定

着してきている。スクール・コーディネーターの方や地域の方に話を聞くと、コロナ禍にお

いて、活動をしたくてもできないことを残念がっておられた。そういったことができるよう

になれば、やはり子どもたちにとって、もっと楽しい学校になっていくのではないかと思う。 

 

● 藤井 千惠子 氏 

 新宿区は、大変先進的な取組を次々と行っている。ＩＣＴの活用が年々充実していること

や、支援の必要な子どもに対するフォローの手厚さもある。多様性やＬＧＢＴ等、いろいろ

な子どもがいるのが当たり前であり、各学校においても、それぞれの地域性や子どもたちの

状況を踏まえた教育活動を展開していけるよう、教育委員会には今後とも支援をしていただ

きたい。 

 コロナ禍でのオンライン授業も見据えると、子どもたちに自分の学びを自分でコントロー

ルする力、自学自習の力をいかにつけるかが重要である。子どもたちが集まって、お互いの

意見を交換したり、考えを深め合ったりするということが学校の存在意義の大きな一つであ

るが、今後は改めて、一人でできることと、友達と一緒にできること、どちらも楽しいと思

えるような教育活動が必要である。 

 そのためには、先生の力量が求められる。「令和の日本型学校教育」（※）では、先生に求

められる能力としてファシリテーション能力が加えられており、子どもたちの良さや、いろ

いろな学びを引き出したり、促したりすることが期待されている。学校は、自分の学校のこ

とはよく分かるが、区全体のことが見える教育委員会がやるべき仕事には、非常に重要なポ

イントがある。教育委員会が先生を上手くリードし、教育の方向性を示すことで、区全体の

教育活動が充実していくのではないか。 

※ 「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個

別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申）（中教審第 228号） 
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● 仲田 康一 氏 

 多くの大変な課題がのしかかっているコロナ禍の状況の中で、これだけ多くの政策をバラ

ンス良く展開したことに対して、まずは敬意を表したい。 

 ＰＤＣＡと言うと、計画通りにしなければならないと考えがちであるが、このコロナ禍の

状況下では、当初の予定通りにいかないことが普通であった。しかし考えてみれば、本来、

学校教育とは児童生徒の実態に合わせてその場でアップデートしていくものであり、計画通

りにいくかどうかが全てではないものである。その意味では、計画の中で、それを常にアッ

プデートしていく、自己決定力が極めて問われる年であったと思う。予定通りにいかなかっ

た残念さはあるが、むしろ、「こうやってやれた」という経験を活かし、個々の教職員・個々

の学校が児童生徒の最善の利益のために裁量を発揮していっていただきたい。 

 ＩＣＴが導入されると、個別化に進みがちになることから、「自学自習」の力が問われる

というのも確かである。しかし、同時に、学校には子どもたちや先生がいて、自学自習にな

ぞらえるならば「共学共習」という部分があってこそ学校教育の意義が生まれる。本質は、

協働的な学びができるということであると思う。ＩＣＴが導入されることで、教科の指導力

や単元構成のことなど、教師の持つ力というものがますます問われるとともに、「主体的・

対話的で深い学び」の質をどう高めるかが課題になる。この実現に向けて、引き続き、先生

方に対する働き方の条件整備に取り組んでいっていただければと思う。 
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＜ まとめ ＞ 

 ～総括的な意見を踏まえた取組の方向性と教育ビジョンの推進に向けて～ 

 

○ 令和3年度の点検及び評価では、教育ビジョンに掲げる全ての個別事業について、令和

2年度の取組の進捗状況や成果を総括するとともに、平成30年度から令和2年度までの3年

間を通じた成果についても総括しました。また、子ども一人ひとりの学びの保証や、東

京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育の推進、いじめ・不登

校等の防止、教員の働き方の意識改革等の重要課題について、学識経験者からの意見を

いただきました。新型コロナウイルス感染症の影響により、取組内容を変更した事業等

もありましたが、個別事業全体では概ね目標を達成しており、新宿区が目指す教育の実

現に向け、着実に個別事業の実施に取り組んできたものと考えています。 

 

○ 令和2年度中に新宿区版ＧＩＧＡスクール構想に基づく児童・生徒1人1台のタブレット

端末を整備し、令和3年度から学校の教育活動における具体的な活用が始まりました。 

  タブレット端末を効果的に活用することで、習熟度に応じた個別最適化された学びや

協働学習による深い学びを実現できるよう、研修等を通じた教員の指導力の向上や、教

育課題研究校での成果の共有等に取り組んでいきます。また、感染症等による臨時休業

等の際には、児童・生徒と教員との通信手段や、遠隔授業の実施等、学習機会の確保の

ために活用していきます。 

 

○ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育活動については、

今後も子ども一人ひとりの心と体に人生の糧となる、かけがえのないレガシー（有益な

遺産）として残していけるよう、それぞれの取組を継続していきます。 

   特に、豊かな人間性と社会性を育む教育の充実に向けて、伝統文化理解教育及び国際理

解教育については、伝統文化における地域資源や人材が豊富であるという新宿区がもつ地

域特性をさらに生かした取組ができるよう、工夫を図っていきます。また、障害者理解教

育については、児童・生徒の心の成長を促すとともに障害者との共生について考える機会

として、取組の充実を検討していきます。 

 

○ いじめ・不登校等の防止については、各学校及び教育センターにおける取組のより一層

の充実を図っていきます。特にいじめ防止対策については、人権教育等を通じてその未然

防止に努めるとともに、各学校が「より良い学校生活と友達づくりのためのアンケート

（hyper-ＱＵ）」を十分活用し、いじめの早期発見や組織的な対応につなげられるよう、引
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き続き教員研修等での周知に取り組んでいきます。 

   また、不登校児童・生徒への支援については、一人ひとりのニーズに応じた多様な教育

機会の確保ができるよう、ＩＣＴの活用についても研究を行いながら、社会的自立に向け

た取組を充実します。 

 

○ 本報告書における評価や学識経験者の知見を生かし、教育ビジョンの推進に向けて工夫

や改善を図るとともに、直面する様々な課題に迅速かつ適切に対応していきます。 

  特に、新型コロナウイルス感染症の影響下においては、「新たな日常」に即して、子ど

もたちが安全・安心に学びを続けることができるよう、これまでの経験や工夫を生かして

取り組んでいきます。 

  今後も、次代を担う子どもたちが地域や社会とのつながりの中でのびのびと健やかに成

長していけるよう、新宿区の教育の一層の充実を図っていきます。 
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